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◎ 会のうごき 

○ 諸会議の経過 

◇   介護保険の第１号保険料のあり方に関する検討会  

介護保険対策特別委員会（委員長・喜多守口市長）は、３月 24 日、介護保険の第

１号保険料のあり方に関する検討会を全国都市会館において開催した。 

会議では、これまで本検討会において議論してきた内容について、中間的な論点

整理を行った。 

（担当：社会文教部） 

 

◇  介 護 保 険 制 度 検 討 小 委 員 会 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ  

介護保険対策特別委員会（委員長・喜多守口市長）は、３月 24 日、「介護保険制

度検討小委員会ワーキンググループ」を全国都市会館において開催した。 

同委員会は、介護保険制度が施行後５年を目途に制度全般に関して検討を行い、

その結果に基づき、必要な見直し等の措置が講じられることに鑑み、本会が制度発

足以来要請してきた改正事項などを含め、見直しについての考え方を取りまとめる

ため、同委員会の中に 10 名程度の委員で構成する小委員会及びその委員市の部課

長等で構成するワーキンググループを設置した。 

会議では、同小委員会の開催にさきがけ、厚生労働省から制度見直しの考え方と

今後の取組みについて説明を聴取するとともに、検討項目等について活発な意見交

換を行った。 

（ 担 当 ： 社 会 文 教 部 ）  

 

◇ 税源移譲等都市財政基盤確立プロジェクトチーム 

３月 24 日全国都市会館において、第 8 回プロジェクトチームの会議を開催した。  

座長の高崎市松山財政課長のあいさつの後、事務局から「都市財政基盤確立に関

する提言」(案 )について説明。その後、委員・専門委員等による意見交換を行った。  

続いて、今後の運営等について協議を行い、同提言の文案の整理等は座長に一任

することとし、４月９日の財政委員会・都市税制調査委員会合同会議において、提

言案を審議することとした。 

（担当：財政部） 

 

◇  分 権 型 教 育 に 関 す る 研 究 会 幹 事 会  

分権型教育に関する研究会（研究会座長・松浦坂出市長）の幹事会を３月 26 日、

全国都市会館において開催した。 
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代表幹事の川原坂出市教育部長あいさつの後、分権型教育に関する調査結果概要

及び教育行政に関する実態調査結果概要について報告するとともに、調査結果に基

づく論点整理について意見交換を行った。 

また、今後の運営等について協議した。 

（ 担 当 ： 社 会 文 教 部 ）  

 

○ 要望・陳述等 

◇  農 業 委 員 会 の あ り 方 に 関 す る 意 見 を 提 出  

農林水産省に設置されている「農業委員会に関する懇談会」において、農業委員

会の組織、活動、今後のあり方が検討されている。  

  本会においても、別記のとおり標記意見を取りまとめ、懇談会座長並びに農林水

産省に提出した。  

 

（別記）  

農業委員会のあり方に関する意見 

平成 15 年 3 月  

全 国 市 長 会 

 

 農業委員会に関する懇談会において、農業委員会のあり方について検討されている

が、その検討にあたっては、地域農業が多様化している現況や地方分権を推進する観

点から、全国画一的な制度でなく、地域の実情に沿った運営が可能となる制度が必要

である。  

 よって、次の事項について十分配慮し検討されたい。  

 

１．農業委員会の設置については、農地面積等による全国一律、画一的な制度ではな

く、農地の利用形態等地域農業の実情に合わせ、当該都市が農業委員会を設置する

かその事務を市町村長が行うか、自主的に選択できる制度にすること。  

 

２．農業委員会の定数基準については、地域の農地面積、農業者人口等の実態に即し、

当該都市が弾力的に決定できるようにすること。  

（ 担 当 ： 経 済 部 ）  

 

◇  自 動 車 リ サ イ ク ル 法 に 係 る 業 の 許 可 基 準 に 関 す る 意 見 を 提 出  

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員会許可基準等
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検討小委員会 産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサ

イクルワーキンググループ許可基準等検討タスクフォース合同会議において検

討がなされている、自動車リサイクル法に係る業の許可基準について、本会では、

３月 19 日、同合同会議、環境省並びに経済産業省へ「自動車リサイクル法に係

る解体業・破砕業の許可基準について」と題する意見を提出した。 

 

（別記） 

自動車リサイクル法に係る解体業・破砕業の許可基準について 

平成 15 年３月 19 日 

全 国 市 長 会 

現在、「中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員会許可

基準等検討小委員会  産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会自動車

リサイクルワーキンググループ許可基準等検討タスクフォース合同会議」において、

自動車リサイクル法に係る解体業・破砕業の許可基準等について検討が行われてい

るところでありますが、このことについて下記のとおり意見を提出いたしますので、

今後の検討に反映していただくようお願いいたします。  

 

記  

 

１．廃棄物処理法における産業廃棄物処理業の許可基準は詳細なものとはなってい

ないため、各自治体において独自に要綱等を策定して対応しているところである。 

しかし、自動車リサイクル法においては、「使用済自動車」という特定の性状の

廃棄物のみを対象にしているものであることから、省令において詳細な業の許可

基準を策定することは可能であると考える。  

ついては、省令において、全国的な見地から可能な限り詳細な業の許可基準を

策定することとするか、もしくは国において詳細な取扱指針を示すこと。  

２．業の許可基準を策定するにあたっては、地域住民の生活環境に十分配慮すること。 

（ 担 当 ： 経 済 部 ）  

 

◇  地 方 分 権 改 革 推 進 会 議 に お い て 意 見 陳 述  

地方分権改革推進会議（議長・西室泰三  （株）東芝取締役会長）は、３月 25 日、

永田町合同庁舎において、第 34 回会議を開催した。  

会議では、地方三団体に対し、三位一体の改革についての意見の聴取が行われた。 

本会からは、会長の青木立川市長、相談役の水谷伊勢市長及び評議員の田中亀岡
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市長が出席した。青木会長から、①地方への税源移譲の早期実現、②国庫補助負担

制度の見直し、③地方交付税制度の堅持、④行財政改革の積極的推進について、ま

た、水谷市長及び田中市長から、地元の実態に沿いながら、都市財政の窮状につい

て、それぞれ陳述を行うとともに、意見交換を行った。  

（ 担 当 ： 財 政 部 ）  

 

◇  電 子 自 治 体 推 進 に 関 す る 要 請 行 動  

全国市長会では、「電子自治体推進に関する提言」(別記)を取りまとめ、平成 15

年３月 25 日、青木会長(立川市長)並びに沢田電子自治体推進専門部会長(横須賀市

長)が、片山総務大臣並びに細田情報通信(ＩＴ)担当大臣等に面談し、本提言の内

容を「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」の見直しの中に反映させるとともに、早急にその

実現を図るよう強く要請した。 

（別記） 

電子自治体推進に関する提言 

 

平成 15 年３月 25 日 

     全  国  市  長  会 

 

 電子自治体は、まず第一に「顧客」である住民の利便性の向上を目指すべきもので

あり、加えて行政の効率化、情報のオープン化による行政の透明化、参加協働型行政

の推進、民主主義の高度化など多角的な効果を期待し推進すべきものである。 

 しかしながら現行の行政組織や仕事のやり方をそのままにしては、本格的な効果は

得られない。所期の効果を得るためには、個々の自治体はもとより国、都道府県、市

町村を通じた行政組織全般にわたる根本的な経営改革の取り組みが必要不可欠である。 

 全国市長会は平成 14年 11月、行政委員会の中に電子自治体推進専門部会を設置し、

上記視点で種々検討を行ってきたが、本会として市町村業務の標準化、国、都道府県、

市町村を通じた情報の共有や市町村における人材育成など自治体の電子化を加速させ

るための取り組みを積極的に進めることとしたところである。ついては、下記のとお

り全国市長会として、電子自治体推進に向けての提言を緊急に取りまとめたので、現

在、国において進めておられるｅ－Ｊａｐａｎ重点計画の見直しの中にも反映させて

いただいた上で、本提言の実現を早急に図られたい。 
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記 

 

１ 行政組織全般の再構築 

 電子政府、電子自治体推進を契機として、国、都道府県、市町村を通じて行政項目

ごとの事務処理のあり方を徹底的に見直し、極力無駄を無くすという観点から行政組

織全体の再構築を図る必要がある。市町村の側から見て、行政事務の処理構造そのも

のに大きな無駄があるものがあり、中には組織自体を廃止しても差し支えないと思わ

れる中間的な組織もある。電子化の効果を最大限のものにするためには、その大前提

として事務処理体制の見直しに基づく行政組織の抜本的な改革が必須であり、中間的

な組織を可能な限り減らし、スリム化を図ることが原則となるべきである。既存の組

織・機構に手を付けず、事務処理のあり方もそのままにして電子化導入だけを図って

も大きな効果は期待できず、かえってその導入費用だけが追加的に嵩むこととなる。 

 また、行政組織の再構築にあたっては、電子化されたサービスを利用することとな

る「顧客」としての個々の住民の視点から組み立て直しを図るということが特に重要

であると考える。 

 以上のような観点を整理し、本会として、電子自治体推進のための行政事務の処理

体制及び行政組織の再構築にあたっての基本的な考え方を示すと次のとおりである。 

(1) 真に必要な行政サービスや行政手続のメニューを洗い直し、民間でできる

ものは民間に任せること 

(2) 補完性の原理に基づき、行政事務については、第一義的に住民に一番身近

な市町村に権限及び財源を付与する方向で、国・都道府県・市町村の役割分担

を根本的に見直し、権限・財源ともに再配分すること 

(3) 国・都道府県・市町村を通じて内部事務(バックヤード)の業務を電子化し、

組織を越えて集約統合することにより情報の共有化を図り、手続きを大幅に簡

略化すること 

 

２ 国、都道府県、市町村を通じた情報共有の促進と官々手続きの見直し 

 国、都道府県、市町村を通じた情報共有を進めることにより、二度手間、手戻り、

取次ぎミス、再確認などを排除するとともに、出張や会議等を減らすことなど、事務

の効率化を格段に進める必要がある。 

 そのために、行政機関相互に関連する業務（社会保険、税など）のデータ連携を進

め、転記や再入力などの無駄を一切無くすようにすべきである。このように、行政手

続について、電子化と併せて、手続きそのものを再度根本的に見直し、可能な限り簡
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略化するとともに手続事務の標準化を直ちに実施されたい。 

 

３ 業務等の標準化に対する支援等 

 広域連携等により規模のメリットを得るためには、事務事業や手続、業務組織から

帳票類に至るまでの徹底的な標準化が必須であり、全国市長会としては、市町村職員

等による合同検討チームを編成し、市町村業務の標準化について積極的に取り組むこ

ととしたいと考えている。 

 ついては、標準化の作業及び標準システムの構築にあたり、技術的な助言や諸調整

についての支援をお願いしたい。 

 

４ 国の各省のネットワークの集約統合の促進 

 国の各省庁、都道府県の各部局、市町村の担当部局を接続するネットワークは、業

務ごと組織ごとに整備運用されているのが実態であり、それぞれのシステムごとに個

別に回線を引き、市の出先にもその業務ごとの端末を配置しなければならない。セキ

ュリティやプライバシー保護に配慮しつつ、可能な限りＬＧＷＡＮ等への集約統合を

図ることを提案する。 

 

５ 国の電子化政策に市町村の意見を反映 

 国の電子化政策の中で市町村に関わるもの、とりわけ複数の行政機関等が関与する

制度等について、個々の住民の視点、市町村の現場の視点でとらえ直し、トータルメ

リットが最大化するような仕組みを再構築する必要がある。このため、電子化関係の

施策のうち市町村に関連するものについては、実証実験の段階で始めて参加させるの

ではなく、国の各省における政策形成段階から市町村代表を参加させ、現場の実情や

意見を適切に反映させる仕組を制度化されたい。 

 

６ 電子自治体推進におけるセキュリティの確保と国民の理解形成 

 住民基本台帳ネットワーク、公的個人認証サービス、オンライン手続き等の電子化

政策について、個人情報保護の観点から安全な運用がなされるよう、個々の市町村が

常時検証努力を行うべきと考えるが、国としてその検証のための標準的なモデルを示

されたい。さらに、これらのシステムに関し、国の行政機関等おいて適正な利用がな

されているかどうかを第三者機関が常時検証し、定期的に国民にその結果を公表する

ような恒久的な仕組を設けられたい。 

 さらに、このような電子化政策について、国民の十分な理解を得られるよう、広報

や説明の充実を図られたい。 
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７ 行政情報基盤の一層の整備促進 

 市町村の行政情報基盤の整備状況は十分とはいえず、一層の整備推進を図るため、

市町村の実情に応じて財政支援措置を充実されたい。 

 

８ 「電子政府・電子自治体推進のための国・都道府県・市町村協議会（仮称）」 

の設置 

 国、都道府県、市町村を通じた具体的な事務処理体制のあり方や組織の再構築など

について具体的な協議をするため、国の関係省庁と知事会、市長会、町村会の代表か

らなる実務者レベルの「電子政府・電子自治体推進のための国、都道府県、市町村協

議会（仮称）」について、今般のｅ－Ｊａｐａｎ重点計画の見直しのなかでも位置付

けていただき、早急に設置されたい。 

（ 担 当 ： 行 政 部 ）  

 

◎ 税制調査会総会 

政府の税制調査会（会長・石弘光氏）は、３月 18 日、財務省において第 39 回総

会を開催した。 

  総会では、石会長から基礎問題小委員会、及び非営利法人課税ワーキンググルー

プの審議状況報告があり、その後、委員による自由討議が行われた。 

  なお、税制調査会では、本年 1 月から「あるべき税制改革」の議論が始まり、小

泉総理から、少子高齢化と税制、国と地方のあり方と税制などの残る課題について

検討を指示されており、本年夏頃までに、中期答申を取りまとめることとされている。 

本会からは、委員の松浦高崎市長が出席した。 

（担当：財政部） 

 

◎ 社会保障審議会（第 10 回） 

社会保障審議会（会長・貝塚啓明  中央大学法学部教授）が、３月 19 日、厚生労

働省において開催された。  

  会議では、介護保険制度に関して、第１期事業運営期間の施行状況を踏まえ、制

度に関する課題及びその対応方策等について議論するための専門の部会として介

護保険部会（仮称）を設置することが承認された。  

続いて厚生労働省から家計・ライフサイクルと社会保障について説明の後、社会

保障に関する制度横断的検討について議論を行った。  

  なお、本会からは青木会長が委員として参画している。  

（担当：社会文教部）  
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◎ 市町村長特別セミナー受講者募集 

市町村アカデミーでは、来る５月７日 (水 )、８日 (木 )の２日間、「これからの自治

体経営」を重点テーマとして、下記のとおり市町村長特別セミナーを開講します。 

   受講をご希望の方は、４月 25 日（金）までに市町村アカデミーに直接お申し込

みくださいますようご案内申し上げます。  

  なお、市町村長に限らず、助役、収入役の方も受講できます。  

 

記  

 

 １．日  時  平成 15 年５月７日（水）12 時 30 分から  

             〃   ８日（木）12 時 30 分まで  

 ２．講  演  

〔５月７日（水）〕  

「変える勇気・変えない勇気」  

アサヒビール㈱会長  福 地 茂 雄 氏  

「地域文化、造り酒屋の再建」  

桝一市村酒造場取締役  セーラ・カミングス 氏  

〔５月８日（木）〕  

「最近の国際情勢と日本の外交」  

国際政治・文明評論家  岡 崎 久 彦 氏  

「地方分権改革の行方」  

東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授  神 野 直 彦 氏  

※講演テーマ等については、変更する場合があります。  

 ３．締  切  ４月 25 日（金）  

申込書を受理した後、決定通知と併せて必要な事項を連絡します。  

 ４．参 加 費          10，000 円（宿泊費、食費、図書資料費等を含む）  

 ５．申込及び  市町村アカデミー研修部  

   問合せ先  〒261-0025 千葉市美浜区浜田１－１  

            TEL ０４３－２７６－３１２６  

            FAX ０４３－２７６－５２５１  

※ 研 修 の 概 要 や カ リ キ ュ ラ ム 等 は 、 同 ア カ デ ミ ー の ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.jamp.gr.jp)でご覧になれます。  
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◎ 市町村長等特別セミナー受講者募集 

全国市町村国際文化研修所(国際文化アカデミー)では、財団法人地域創造との共

催により、市区町村長、助役、収入役、幹部職員（局長、部長等）を対象に、地方

行政を取り巻く諸問題に関する現状認識と今後の方向性について理解を深めてい

ただく特別セミナーを下記のとおり開催いたします。 

多くの関係者の御参加をお待ち申し上げます。 

 

記 

 

 １．日  時  平成 15 年５月 15 日（木）13 時 00 分開講 

〃   16 日（金）12 時 00 分閉講 

 ２．場  所 全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー） 

 ３．内  容 

〔５月 15 日（木）〕 

 【特別講演】 

「いま自治体に求められる人づくり-歴史に学ぶ人材育成法」 

作家    童門  冬二 氏 

「『個』の確立と対話…これが成果主義だ！」 

                   人事コンサルタント           柳下  公一 氏 

〔５月 16 日（金）〕 

 【アートアプローチセミナー】＊会場／滋賀県立芸術劇場びわ湖ホール 

 講演「対話の時代に向けて」 

        劇作家、演出家、桜美林大学助教授、劇団「青年団」主宰 

 平田   オリザ 氏 

 レクチャー＆ミニコンサート 

「地域を動かす音楽の力～各地の公立ホールの取組みから」 

津田ホールプロデューサー、びわ湖ホール音楽プロデューサー 

楠瀬      寿賀子  氏 

            ヴァイオリニスト      大森      潤子  氏 

                チェリスト                             長谷部  一郎      氏 

４．参 加 費          10,000 円（研修費、宿泊、食事、資料等一切を含みます。） 

    ５. 申込期限 平成 15 年４月 25 日（金） 

※経費納入方法、研修所への交通機関等については、受講決定通知

書によりお知らせします。 
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６．申込及び 全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）教務課 

   問合せ先  〒520-0106 滋賀県大津市唐崎二丁目 13 番 1 号 

            電話 ０７７－５７８－５９３２ 

FAX    ０７７－５７８－５９０６ 

※当研修所ではホームページを開設しています。研修の概要やカリキュラム等は、

こちらでもご覧になれます。アドレスは http://www.jiam.jp です。  

 

◎ 平成 15 年度ふるさとづくり賞募集 

  －地域活性化などに取り組む各市からの多数応募を－ 

（財）あしたの日本を創る協会では、今年度もふるさとづくり賞を募集します。

同賞は地域の活性化などで優れた活動を展開している市町村・住民集団・企業の

三部門を対象に活動レポートを全国から募集し、顕彰するとともに、その活動に

学び、ふるさとづくり運動の普及、拡大に資そうというものです。 

 

１．活動内容 

地域文化・コミュニティ・スポーツの振興、資源リサイクルや地域環境保全、

高齢化問題・福祉問題、快適環境の創造、外国人との共生活動、青少年健全育

成活動など。 

２．対  象 

市町村、住民集団、企業（商店街連合会などの企業の連合体を含む） 

３．応募方法及び締め切り 

活動記録を 4,000 字以内にまとめ、（原稿は原則としてＡ４判のワープロ原稿

とし、一枚当たり 1,200 字程度とする）応募用紙及び補足資料を添付し、（財）

あしたの日本を創る協会へお送りください。応募締め切りは６月９日（月）です。 

４．賞 

内閣総理大臣賞、内閣官房長官賞等 

５．主  催 

(財)あしたの日本を創る協会、各都道府県新生活運動等協議会、読売新聞社、

ＮＨＫ 

６．後  援（交渉中を含む） 

内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省、全国知事会、全国市長会、全国

町村会、日本商工会議所、全国商工会連合会、(社)日本青年会議所、（財）長寿

社会開発センター、（財）こども未来財団 

７．問い合わせ及び応募用紙申し込み先 
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〒100-0012 東京都千代田区日比谷公園１―３ 市政会館内 

（財）あしたの日本を創る協会「ふるさとづくり賞」係 

    TEL  ０３―３５０１―８００１ 

    FAX  ０３―３５０１―８００４ 

     E‐mail ashita@netjoy.ne.jp    

    ホームページ http://www.ashita.or.jp 

 

◎ 地方公共団体向け「法制執務支援システム」のご案内について 

財団法人地方自治研究機構では、地方公共団体が当面する共通の諸課題について、

地方公共団体の担当者と連携を保ちつつ、総務省をはじめとする関係省庁、団体、

大学その他の学術研究機関等の協力を得て、地域の実態に即した調査研究や法制執

務の調査・情報提供を行うことにより、全国の地方公共団体に対し支援と協力を行

っております。  

 法制執務に関する支援では、平成 13 年度より法制執務部を設けました。法制執

務支援事業の一環として、例規、法令、判例及び関連データで構成するシステムを

構築し、地方公共団体の皆様へご提供しております。本システムが地方公共団体の

法制執務にお役に立てれば幸いです。  

【システムのあらまし】  

   ４つのデータベースで構成されたシステムを提供しています。  

①例規データベース  

   ・地方公共団体の条例を 20 分野に分類し、分野別におよそ 350 の条例が入力さ

れています。  

   ・「目次体系検索」、「用語検索」及び「五十音検索」により閲覧を行うことができます。 

②法令データベース  

    総務省行政管理局が構築している「法令データ提供システム」へのリンクによ

り法令を閲覧できます。  

③判例データベース  

   ・地方自治に関係する 4,000 余の判例を選定し、15 分類に体系化して構築され

ています。  

   ・「目次検索」又は「キーワード検索」により、判決要旨や掲載文献等の閲覧を

行うことができます。  

④関連データベース  

   ・地方公共団体のホームページに掲載されているおよそ 500 団体の例規（平成

15 年１月１日現在）が閲覧できます。  
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   ・条例案の様式等も閲覧できます。  

【利用方法】  

①ユーザーコード、パスワードが必要です。  

   平成 14 年４月１日付け、自研機第 44 号にて、地方公共団体の長（法制執務担

当課扱い）宛にご案内しております。  

②お使いのブラウザーで、次のアドレスをご指定ください。  

   法制執務支援システムのアドレス http://hosei.rilg.or.jp/ 

なお、（財）地方自治研究機構のホームページからも入れます。  

（http://www.rilg.nippon-net.ne.jp/）  

 

【問合せ先】  

財団法人  地方自治研究機構 法制執務部  

〒102-0082 東京都千代田区一番町 25 番地  

全国町村議員会館３階 

E-mail  hosei@rilg.or.jp 

TEL   ０３－３２３７－１４１７  

FAX     ０３－３２３７－１４３５  

 

◎ 新市の紹介 

平成 15 年４月１日に次の３市が市制施行いたしましたので、ご紹介いたします。  

 ○ 山梨県 南
みなみ

アルプス市  
  所在地  〒400－0306 山梨県南アルプス市小笠原 376 番地  

  電 話  ０５５（２８２）１１１１  

  人 口  ７１，４６８人  

  面 積  ２６４．０６ｋ㎡  

 

 ○ 岐阜県山県
やまがた

市  
  所在地  〒501－2192 岐阜県山県市高木 1000 番地１  

  電 話  ０５８１（２２）２１１１  

  人 口  ３１，７３８人  

  面 積  ２２２．０４ｋ㎡  

 

 ○ 香川県 東
ひがし

かがわ市  
  所在地  〒769－2792 香川県東かがわ市湊 1847 番地１  
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  電 話  ０８７９（２６）１２１４  

  人 口  ３７，０７２人  

  面 積  １５３．１９ｋ㎡  

 

  南アルプス市、山県市及び東かがわ市の誕生により、平成 15 年４月１日現在の全

国の市数は 677 となります。  

（担当：総務部） 

 

◎ 市長の選挙 

（選挙日） （市   名）  （市  長  名）  （当  選  回  数）  
   ３月 23 日  岡山県岡山市  萩 原 誠 司  再   選  

（担当：総務部） 

 

◎ 市長の退任 

 （退任日） （市   名）  （市  長  名）   
     3 月14日 島根県平田市  太 田  満 保  
     3 月20日 茨城県水戸市  岡 田    広  
     3 月24日 千葉県成田市  小 川 国 彦  

（担当：総務部） 

 

◎ 事務局の人事  

 氏     名  [新 ] [旧 ] 
(3 月30日付) 小  林   眞 退職  

 （総務省大臣官房付へ） 
行政部長  

(3 月31日付) 礒  部  義  正 退職  総務部長  
   山   裕 退職  

 （総務省大臣官房付へ） 
財政部長  

(４月１日付) 阿  部  義  克 企画調整室長  共済保険部長  
 鶴  見   順 総務部長兼共済保険部長 社会文教部長  
 長  江   哲 行政部長  総務省大臣官房付  
 定  岡  克  実 財政部長  総務省自治税務局企画課管理審査専門官 
 猪  塚  光  明 社会文教部長  企画調整室長  
 森  山  邦  也 経済部長  全国市長会館庶務・管理部長 
 

川  村  恭  司 全国市長会館館長  
 兼庶務・管理部長事務取扱 経済部長  

 永  嶋  清   共済保険部副部長  社会文教部副部長  
 江  原  喜代美 総務部参事  共済保険部参事  
 

佐  藤   亨 総務部付参事  
（市町村職員中央研修所出向）  調査広報部参事  

 志  村  明  美 経済部参事  経済部副参事  
 

笹  島  晃  司 調査広報部参事  総務部付参事  
（市町村職員中央研修所出向） 

 戸  村  容  子 共済保険部参事  総務部参事  
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(４月１日付) 井  村  真  弓 社会文教部副参事  全国市長会館管理部副参事 
 

浅  野  秀  明 総務部主事  総務部付主事  
 （立川市出向）  

 
岡  田  隆  志 総務部付主事  

（全国市町村振興協会出向） 財政部主事  

 
中  村  文  剛 総務部付主事  

 （立川市出向）  社会文教部主事  

 
指  出  一  吉       社会文教部主事  総務部付主事  

（全国市町村振興協会出向） 
 久 保 田  達 也 行政部主事補  （新規採用）  
 今 村  亜 紀 子 財政部主事補  （新規採用）  
 菱 山  英 未 子 経済部主事補  （新規採用）  
 佐 藤 宏 一 調査広報部主事補  （新規採用）  
                              （担当：総務部） 

 

◎   行事予定  

月  日  時 間        会   議   名   所  管     場       所 

4 月 9 日 10：00 行政委員会 行 政 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

7 0 1 会 議 室

 11：00 公務員制度改革問題検討会議 行 政 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

7 0 1 会 議 室

 10：00 介護保険制度検討小委員会 社会文教部 マ ツ ヤ サ ロ ン

オ ー ク ル ー ム

 10：00 全国雪寒都市対策協議会役員会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 3 ･ 4 会 議 室

 10：30 財政委員会・都市税制調査委員

会合同会議 

財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

 11：00 全国雪寒都市対策協議会総会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

 12：00 政策推進委員会 企画調整室 全 国 都 市 会 館

第 3 ･ 4 会 議 室

 12：45 正副会長会議 企画調整室 全 国 都 市 会 館

正 副 会 長 室

 13：30 理事会 企画調整室 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

 14：00 パネルディスカッション 企画調整室 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

 16：00 国民の保護のための法制に関す

る意見交換会 

企画調整室 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

4 月 10 日 10：00 各支部・都道府県市長会事務局

長等連絡会議 

企画調整室 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

4 月 16 日 10：00 電子自治体推進研修会（東京開

催） 

行 政 部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

4 月 22 日 10：00 電子自治体推進研修会（大阪開

催） 

行 政 部 新 大 阪 シ テ ィ プ ラ ザ

プ ロ シ ネ ン ス ホ ー ル

      （担当：企画調整室）  

 

※「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 


